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デジタル社会の実現に向けた取組

資料５



デジタル庁が目指す姿 ～デジタル時代の官民のインフラを今後５年で一気呵成に作り上げる～

国民

ID制度の整備･利用拡大
（マイナンバー、法人番号等）

認証制度の整備･利用拡大
（電子署名、商業登記電子証明書等）

インフラの構築・提供
（ガバメントクラウド、ガバメントNW等）

データ標準の策定

システムの整備

サービスの提供

国・自治体

データ標準の策定

システムの整備

サービスの提供

準公共

データ標準の策定

システムの整備

サービスの提供

民間
①徹底したUI・UX/国民向けサービスの実現

④官民をあげた
人材の確保・育成

⑤新テクノロジーを
大胆に活用
調達や規制の改革

サービス ニーズ サービス ニーズ サービス ニーズ
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これらを効果的に実
施するため、

今般の新型コロナウイルス感染症により、
・日本経済への甚大な影響。回復の遅れ。
・官民のデジタル化の遅れの顕在化。

デジタルに対する社会受容性が高まっている今こそ、デジタル庁は、
・未来志向（Future Driven）のDXを大胆に推進。成長の原動力に。
・徹底した国民目線でのサービス創出。全国民にデジタル化の恩恵を。
・人に優しいデジタル化の推進。グリーン社会の実現にも貢献。

As Is To Be

③データ戦略（ベース・レジストリの整備／トラストの確保／DFFTの推進）

※分散管理での
データ活用

（令和３年９月１日に発足）

②マイナンバー・マイナンバーカードなどデジタル社会の共通機能の整備・普及／PFとしての行政



包括的データ戦略（仮称）の方向性

デジタルツインの視点で
ビジネスプロセスの見直し

社会実装・業務改革
戦略・政策

組織

ルール

利活用環境

連携基盤
（ツール）

データ

インフラ

行政
民間

データ戦略の
アーキテクチャ

データ
ガバナンス

連携
ルール

第一次取りまとめ
データ戦略の理念と

データ活用の原則の提唱

包括的データ戦略 検討項目

トラストの要素（意思証明、発
行元証明、存在証明）を整理

トラストの枠組み整備

プラットフォームの整備
分野共通ルールの整理

分野毎のプラットフォームにおける
検討すべき項目の洗い出し

(官民検討の場、ルール、ツール等)

ベース・レジストリの整備

引き続き検討すべき事項
データ利活用の環境整備

民間保有データの
活用の在り方

人材／国際連携／インフラ

・他の分野の人材イメージとの関係性の整理

・トラスト基盤の実装イメージ(認定スキームの検討）

・データ流通促進・阻害要因を払拭するための原則の整理

・重点的に取り組む分野(防災、医療、教育)のプラットフォームの構築

・民間分野での取引市場のコンセプトの提示

・データ行動原則を実装する仕組み

・ベース・レジストリの整備に向けた課題の抽出と解決の方向性の検討

人材

・SiNET、半導体戦略、Beyond 5Gインフラ

・今後の国際連携の方向性の検討国際連携

オープンデータ
データマネジメント

■昨年末にデータ戦略タスクフォースとりまとめで示された課題について実装に向けた検討項目を整理中

・データ行動原則の構築
①データに基づく行政 ②データエコシステム ③データ利活用

・プラットフォームとしての行政が持つべき機能
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